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１  はじめに 










    本稿は希望就業時間が実際の就業時間を上回る過剰就業の実態と過剰就業
とワーク・ファミリー・コンフリクト（仕事と家族との葛藤）の実態、および
これら二変数の関係を明らかにする。なお本章の分析は筆者の近著『ワークラ
イフバランス――実証と政策提言』 (山口 2009)の第 6 章「過剰就業 （オーバー・
エンプロイメント）――非自発的な働きすぎの構造、要因、と対策」(以下「先
の研究」と呼ぶ)と相互補完的な関係にある。 

























最近の研究 （川口･鶴  2010 予定） にも関係しており、 この洞察をさらに深める。 



































interfering with family”の略で、 「家族の妨げになっている仕事」という意
味であり、ＦＩＷはというのは”family interfering with work“の略で「仕
事の妨げになっている家族” の意味である。 後で簡単に文献レビューをするが、
この二つのＷＦＣの尺度は、その原因が通常大きく異なり、そのもたらす結果
                                                  












２  過剰就業に関する正規雇用についての買手独占の理論について 






























      



















   では、残業時間を含む最大就業時間の法的規制が雇用創出を生むか否かに
                                                  
3 オランダは 2000 年施行の雇用時間調整法（Adjustment of Hours Law）により
雇用者に企業からペナルティーを受けずに自ら就業時間を決める権利を与えた。
またドイツは 2001 年のパートタイム法で、デンマークも 2002 年にパートタイ




















   
 
 

































    
３  常勤者の過剰雇用の実態と決定要因 
3.1  データ 
    本稿で分析に用いるデータは慶応義塾大学が 2000 年に行った 「アジアとの





は 2,309 人（男性 1,537 人、女性 772 人）である。 
      過剰就業については通勤時間を除く「通常の１週間の平均就業時間」に
対する質問と、 「もしあなたが希望する時間だけ働けるとすれば」という条件で
の希望する１週間の就業時間に関する質問への回答の組み合わせで定義される。
回答肢は共通で（１）ゼロ、 （２）1-15 時間、 （３）16-34 時間、 （４）35-41 時
間、 （５）42-48 時間、 （６）49-59 時間、 （７）60 時間以上で、希望時間のほう
にはさらに「わからない」という回答枝が追加されている。常勤者は週３５時
間勤務未満(上記のカテゴリー（１） 、 （２） 、 （３）)は少なく 4.8%であるが、週
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表１．雇用者全体および常勤雇用者中の：２０－４９歳(希望する就業時間が「わからない」者を除く)
有配偶女性 無配偶女性 有配偶男性 無配偶男性 総計
Ⅰ．雇用者中での割合
　N 626 641 920 667 2,874
　過剰就業者計 36.6% 49.5% 68.6% 57.0% 54.2%
　　非自発的超過勤務者　注１ 11.3% 26.1% 51.6% 40.0% 34.1%
　　非自発的フルタイム就業者　注２ 18.4% 22.3% 16.3% 16.0% 17.9%
　　就業時間減希望のパートタイム就業者　注３ 6.9% 1.1% 0.7% 1.0% 2.2%
Ⅱ.  常勤雇用者中での割合
　N  257 515 910 627 2,309
  過剰就業者計  62.3% 56.3% 68.5% 58.2% 62.5%
　　非自発的超過勤務者　注１ 25.7% 30.7% 52.2% 41.1% 41.5%
　　非自発的フルタイム就業者　注２ 35.8% 25.0% 16.2% 16.6% 20.4%






3.2  過剰就業の回帰分析 










希望就業時間  実際の週平均 
就業時間  35 未満  35-41 42-48 49-59  60 以上
35 時間未満  0  0 0 0 0 
35-41    1    0    0    0    0 
42-48    2    1    0    0    0 
49-59    3    2    1    0    0 
60 以上    4    3    2    1    0 
注：  0：過剰就業なし 
1~4：過剰就業ありの場合のその度合い   
 
 








（ordered logit model）を用いて分析する5。     
 
交互作用効果の解釈について 







＝定数（切片）＋α×「女性ダミー」＋β×「管理職・勤め人専門職ダミー」    







    過剰就業に与える影響を男性・事務職を基準（値０）比較の基準とすると
式(１)から以下の表 3 の値をえる。 
      
 
 
                                                  
4  関連が弱い希望と実際の就業時間の一致が減り、 過剰就業が増える。 詳しくは山口 （2009）










事務販売職  管理職・勤め人専門職 
男性  ０  β 
女性  α  α＋β＋γ 10 
 
 























 1.女性 -0.224 -0.885 **
Ⅱ．職の特性
 ２.職業　（対　事務・販売職）
　　管理職・勤め人専門職 0.265 † 0.386 **
　　その他の専門職 0.191 0.204
　　作業・サービス職 -0.007 0.101
    その他 -0.775 † -0.653 †
 ３. 交互作用：「女性」×「職業」
　　管理職・勤め人専門職 0.802 ** 0.743 **
　　その他の専門職 -0.124 -0.089
　　作業・サービス職 -0.686 ** 0.001
    その他 1.003 † 0.936 †
 ４. 職場の柔軟性の欠如 0.368 *** 0.461 ***
 ５．通勤時間 0.005 ** 0.000
Ⅲ．家族の特性
 ６．婚姻・子どもの有無（対　無配偶・子ども無し）
　　無配偶・子ども有り 0.088 0.980 **
　　有配偶・最小子６歳未満 0.678 *** 0.632 ***





　　有配偶・最小子６歳未満 -0.923 *** -1.088 ***
　　有配偶・最小子６－１４歳 -0.167 -0.742 **
　　有配偶・最小子１５歳以上 0.880 * -0.025











    職業の影響であるが性別との交互作用効果があり、性別の基底カテゴリー
は「男性」なので、職業の主効果（表４の II-2）は男性の間での職業効果、主12 
 
効果と交互作用効果の和（表４の II-2 と II-3 の係数の計）は女性の間での職業
効果となる。 










































    「職場の柔軟性の欠如」は調査では「私は、家庭の用事のために仕事の日
時を変えることができる」に対し、 「①まったくよく当てはまっている」 、 「②あ
る程度当たっている」 「③どちらともいえない」 「④あまりあたっていない」 「⑤
全然あたっていない」 のうち④と⑤を１とし、 他を０としたダミー変数である。
なおこのダミー変数の値が１となる割合は 50.7% (女性 52.7%,男性 49.7%)であ












    家族の特性の影響についても性別との間に交互作用効果があり、主効果
（III-4） は男性の間での影響、 主効果と交互作用効果の和 （表４の III-4 と III-5
の計）は女性の間での影響となる。 




未満か、 最小子が 6-14 歳の場合は、 希望時間は変わらないのに就業時間が増え、
そのため「無配偶・子ども無し」の男性より過剰就業になっている。 



























職場の柔軟性の欠如の決定要因と、過剰就業への影響の IPTE 法による分析 


























    その他 -0.036





    その他 0.025
















有意度　†p<0.10;　*p<0.05;　**p<0.01;　***p<0.001 　　  
 
  表5 の結果は、職の特性と性別の間に強い交互作用効果があり、女性の管
理職・勤め人専門職のみが柔軟性の欠ける職場で働いているという意識を持つ
者の割合が非常に多い現状を明らかしている（係数は男性が-0.311 で有意でな





















    他の職の効果としては、年収 800 万以上の高額所得者（標本中約４％）は、
職場に柔軟性がないと意識する者の割合が多い。ここでも高給と拘束が交換関
係にあるわが国の雇用の特質が観察できる。 











    表 5 のロジスティック回帰分析結果の傾向スコアの推定値をもとに、表 4
の過剰就業の回帰モデルに対し IPTE（Inverse Probability Treatment 
Estimation）を試みた。なお、この傾向スコアによる一様分布への変換度はほ
ぼ完全（収束度が処理群計で 1.0001 制御群計で 09999）であった。なお、ここ
で収束度はウェイトの計について完全に一様分布に変換された場合と実際の調
整値との比で表している。この IPTE 法による推定の結果、職場の柔軟性の欠




４  ワーク・ファミリー・コンフリクトの研究についての簡単なレビュー 





















    これらに関する研究はアメリカでの研究を中心に現在では蓄積も多いが、
他の学者の優れたレビューに依拠して以下簡単にまとめる。 
    ＷＩＦとＦＩＷの原因については、フレドリクソン・ゴールドセンとシャ
















    一方ワーク･ファミリー・コンフリクトの結果については特に産業心理学で





















５  常勤者の仕事と家庭の葛藤の予測要因の分析 









       Ｗ Ｉ Ｆ
注１      Ｆ Ｉ Ｗ
注２   
    女 性     男 性     女 性     男 性  
  有配偶  無配偶 有配偶 無配偶 有配偶 無配偶  有配偶  無配偶
まったくよく当たっている  11.3  10.7  18.1  10.9   2.3   0.8   1.3   2.1 
ある程度当たっている  39.3  19.3  32.5  23.7  10.9   2.7   3.0   3.2 
どちらともいえない  20.2  32.7  25.5  37.9  16.6  13.8  12.8  17.1 
あまり当たっていない  19.9  21.8  17.7  16.6  34.9  26.1  35.3  29.6 
















   







  表7 はＷＩＦとＦＩＷの二つの葛藤指標についてのロジスティック回帰
分析の結果を示している。なお値を２分化したのは、ＦＩＷのほうは分布が一
方に偏っているので線形回帰は不適切であり、また５段階を区別するより、 「葛
藤あり」 （表 6 の「よく当たっている」 「ある程度当たっている」 ）対「葛藤なし」
（表 6 のその他の回答）のほうが、より明確に役割葛藤の有無の予測要因を調
べられると考えられるからである。        
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表７ ． 家庭の仕事と の２ つのＷＦ Ｃ のロ ジスティ ッ ク 回帰分析
Ⅰ． 性別（ 対　 男性）
 1 .　女性 - 0.395 * -0. 182 -0. 583 † -0.687 †
Ⅱ． 職の特性
 ２.職業 　（ 対 　事務 ・ 販売 職）
　 　 管理職・ 勤め人専門職 0.326 * 0.214 -0.170 -0.168
　 　 その他の専門職 0.273 0.020 -0.258 -0.271
　 　 作業・ サービス職 -0.015 -0.040 -0.097 -0.094
    その他 - 0.466 - 0.354 0.755 0.675
 ３. 交互 作用 ：  「 性 別」 × 「 職業 」            
    W al dカイ２ 乗値 11.41 * 9.40 †
　 　 管理職・ 勤め人専門職 0.360 0.155
　 　 その他の専門職 0.587 0.639
　　作 業 ・サ ー ビス職 - 0 .5 7 8 † -0. 593
    その他 1.141 0.942
 ４. 職場 の柔 軟性の欠如 0.614 *** 0.519 ***  -0.014 -0.008
 ５ ． 実際の就業時間　 （ 対　 週３ ５ －４ １ 時間）
    ３５時間未 満 0.673 ** 0.580
    ４２－４８時間  0.353 ** 0.007
    ４９―５９時間  0.784 *** 0.027
    ６０時間以 上   1.283 *** 0.175
 ６．過剰 就業度   0.273 *** 0.645
Ⅲ． 家族の特性
 ７ ． 婚姻・ 子ども の有無（ 対　 無配偶・ 子ども 無し ）
　 　 無配偶・ 子ども 有り 0.371 0.162 -0.021 -0.020
　 　 有配偶・ 最小子６ 歳未満 0.897 *** 0.733 *** -0.113 -0.087
　 　 有配偶・ 最小子６ －１ ４ 歳 0.678 *** 0.527 ** -0.687 -0.620
　 　 有配偶・ 最小子１ ５ 歳以上 0.411 0.418 -2.081 † -2.024 †
　 　 有配偶・ 子ども 無し 0.124 -0.032 -0.245 -0.196
 ８ ． 交互作用： 「 性別」 ×「 婚姻・ 子ども の有無」
　　W al dカイ２ 乗値 14.70 * 17.08 ** 28.6 *** 20.71 ***
　 　 無配偶・ 子ども 有り 0.797 0.956 † 1.443 1.381
　 　 有配偶・ 最小子６ 歳未満 0.407 0.775 * 2.651 *** 2.385 ***
　 　 有配偶・ 最小子６ －１ ４ 歳 0.959 ** 1.223 *** 1.661 ** 1.379 *
　 　 有配偶・ 最小子１ ５ 歳以上 0.873 * 0.853 † 2.086 † 1.748
　 　 有配偶・ 子ども 無し 0.414 0.684 † 1.060 0.824
 ９ ． 本人の週平均家事時間  0.002 0.016
Ⅳ． 制御変数　 （ 回帰係数は略）
 10． 教育 (６ カテゴリ ー） 、 11. 年齢　 (６ カテゴリ ー） 、 12. 家事時間不詳ダミ ー
Ⅴ． 切片（ 係数略）




















ＦＩ Ｗ 尺 度
------
モデル１





  なお、表 7 ではそれぞれの従属変数に対し、モデル１では外生性を仮定で21 
 
きる変数のみを説明変数とし、モデル２では内生性の疑いのある３変数（ 「実際



































  表8 はＦＩＷの予測要因について、標本を有配偶者で自分と配偶者の家事
時間のデータが不詳でない者に限って分析した結果であり。予測変数に表 7 の





























    本稿は、はじめに述べたように筆者の最近の研究（山口 2009）を補完する
ものであるが、以下の４点が重要である。 
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